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１６万円の負担
増

本当の目的は
大企業減税の“穴うめ”に

消費税１０％
増税許しません

　グラフをごらんください。国民がおさめた消費税、

その大半は、大企業減税の“穴うめ”にきえてし

まいました。「福祉のため」だったはずなのに、医

療も、介護も、年金も、負担が年々おもくなってき

たのはこのためです。

　菅首相がぶち上げた「消

費税１０％」。「エーッ、１万円

の買い物をしたら1000円も!?」

「給料減ってるのに、これ以

上は本当に苦しい」「財布が

締まり、商売あがったりだ」――

怒りと不安の声がひろがって

います。

　消費税は、大企業は1円も負担せず、中小企

業や消費者だけがしわよせをうける最悪の不公

平税制です。大企業は、「財政再建」の負担を、

すべて国民に押しつけ、自分たちだけ減税して

もらう――こんな身勝手は許せません。

「消費税率を少なくとも１０％まで

引きあげていくべき」「法人税負担

の軽減をはかるべき」（「経団連　

成長戦略２０１０」）

消費税収
224兆円

法人3税の
減収
208兆円

      年　収          増税額     負担総額
      平　均  　  16.5万円 　34.6万円
　　 ～250万円 11.9万円 　25.0万円
250～300万円 10.2万円 　21.5万円
350～400万円 12.7万円 　26.7万円
450～500万円 13.3万円 　27.9万円
550～600万円 14.9万円 　31.3万円
650～700万円 17.1万円 　36.0万円
750～800万円 17.8万円 　37.3万円   

法人税減税とセットで
震源地は財界です

（消費税導入後の22年間で）
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第一生命経済研究所・年収別世帯あたりの消費税負担額（4人家族）
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消費税にたよらなくても
つくれます

くらしの財源

日本共産党は、民主党の“鳴り物入り”の事業仕分けでも手をつけなかった
「軍事費」と「大企業・大資産家へのゆきすぎた減税」ー「2つの聖域」に

抜本的にメスをいれます。

民主党が「仕分け」できない２つの「聖域」

②大企業・大資産家への
ゆきすぎた減税

　大企業へのさまざまな研究開発減税や
証券優遇税制など、大企業・大資産家むけ
の減税の見直しをすすめます。

軍事費、米軍経費①
　年間５兆円にのぼる軍事費を削ります。
自公政権時代よりもふえて史上最高額に
なった米軍への「思いやり予算」や米軍再
編経費（3370億円）は撤廃します。

　大企業による「派遣切り」が横行したときにも、日本
共産党は、経団連やトヨタ、いすゞ に「雇用をまもる
責任をはたせ」と直接交渉をおこないました。
　財界に、はっきりモノがいえる日本共産党がのびて
こそ、国民の願いがかなう新しい政治がつくれます。

国民の立場で大企業に
モノいえる政党が必要です

トヨタ自動車の専務取締役（左手前）と会談する志位和夫委員長（08年12月24日）


